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有田町の概要
人口：19,145人
面積：6,580ha
基幹産業:
陶磁器製造、販売業

平成18.3

旧有田町、旧西有田町の
２町合併

有田町の概要



有田町の概要
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普段の閑散とした町に 「１週間だけ」 人が溢れます

同じ場所を上りと下りで撮影しています
減価償却費や企業債償還の平準化を図ることと、観光客流入に対応する処理能力のバランスを取る必要がありました



収納状況
現年分 滞納分 単位：円（税込み）

調定件数
年間調定額
（円）

収納額およ
び

調定減
（円）

未収額
（円）

期首未納額
前年度未収金含

む
（円）

収納額および
漏水減免、
不納欠損
（円）

期末
未収額
（円）

収納率
（％）

3月末
水道事業による
下水道使用料
預り金
（円）

実質
未収金
（円）

実質収納率
（％）

年 平均
3月末
接続件数

（A） （B） （C）
（D）

＝前年度末のC+F
（E） （F）

（G）
＝【（B+E）
/（A+D）】

*100

（H）
（I）
＝C+F-H

（J）
＝【（B+E+H
）/（A+D）
】*100

H29 25,865 2,155 2,183 107,755,266 98,529,222 9,226,044 9,556,067 9,397,640 158,427 92.0 8,116,469 1,268,002 98.92

H30 26,906 2,242 2,268 110,735,594 100,908,854 9,826,740 9,384,471 9,212,900 171,571 91.7 8,547,700 1,450,611 98.79

R1 28,781 2,398 2,433 116,866,946 106,184,589 10,682,357 9,998,311 9,795,653 202,658 91.4 9,444,967 1,440,048 98.86

R2 29,764 2,480 2,524 123,027,315 110,911,442 12,115,873 10,885,015 10,616,790 268,225 90.8 10,833,628 1,550,470 98.84

R3 31,183 2,599 2,645 127,144,754 114,771,976 12,372,778 12,384,098 12,159,338 224,760 91.0 11,347,869 1,249,669 99.10

次年度になってから特別利益等で処理した、調定増減を前年度中に加味しています
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接続状況

件数 人口

接続可能件数 接続件数
接続率
（％）

供用開始区域内人口 接続人口
接続率
（％）

H29 3,799 2,183 57.5 8,370 5,488 65.6
H30 3,992 2,268 56.8 8,578 5,515 64.3
R1 4,053 2,433 60.0 8,648 5,565 64.4
R2 4,373 2,524 57.7 9,187 5,650 61.5
R3 4,439 2,645 59.6 9,179 5,874 64.0
普及工事を繰越すなど、新たな供用開始区域が狭い場合などに、区域内人口が減少する場合があります。

また、繰越工事区域の供用開始時期が遅くなれば、区域の拡大に対し、接続工事が年度末までに間に合わず、接続率の減少として反映されます。
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R4 までに普及工事を終える予定であり、その後、供用開始区域内人口は減少する見込みです。接続人口については、
R11 までの増加を見込んでおり、人口減少により、その後減少していきます。

接続申請は、100件前後の申請があっており、普及工事完了後も一定数の申請を見込んでいます。町内への広報紙配

布、イベント等でのブース展示など、下水道事業の意義について、住民の方への周知を図り、工事完了後、接続率
80％以上を目指しています。

区域内に商社や窯元が点在していますが、事業主や従業員は区域外にお住まいの場合があり、住民基本台帳上は人
口が減少し、空き家が増加している



会計処理－経営戦略の策定・分析
H21.4 地方公営企業法の全部適用 「会計の連続性」

長期的な将来予測（10～50年）

経営戦略の策定、 投資・財政計画の作成
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経費回収率の向上について
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• 赤い線は人口規模など類似団体の平均値



経費回収率の向上について

経費回収率＝（下水道使用料÷汚水処理費）×100

下水道使用料 （20表1行3列 下水道使用料 104,158千円÷
32表2行8列 汚水処理費 104,123千円）×100＝100.03
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汚水処理費
維持管理費分＝32表1行44列 79,688千円
管渠費や処理場費、総係費などの税抜き額+「3条特定収入にかかる雑支出」－基準内繰入金【水質規制費、
不明水処理費、水洗便所改造命令費 等】－資金貸付等の事務費

資本費分＝32表2行8列 24,435千円

【企業債利息＋減価償却費＋除却費などの企業債取り扱い費】－基準内繰入金【３条分の分流式下水道経
費、高資本対策費、特定債利子、特別措置利子】－長期前受金戻入（除却に伴うものを含む）】



経費回収率の向上について

料金収入≧経常費用（営業費用+営業外費用：特別損失は含まな
い）－長期前受金戻入－３条側の基準内繰入金
※資金貸付等の事務費は考慮していません

8



経費回収率の向上について

有田町の取り組み
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将来の利用者だけに偏らない料金設定

公営企業会計について職員の習熟を図る

接続件数に見合わない、当初からの維持管理費
（減価償却費）の発生を抑える



将来の利用者だけに偏らない料金設定
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1. H24から 基本料のみ値上げ
1,300円（税抜き）➡1,700円（税抜き）

2. R1から 使用量 0㎥ であっても基本料を徴収

事業規模に対し、一般会計が多額の基準外繰入金を負担しており、その削減が求められていたが、当時の
料金設定で将来の元利償還金の財源を確保できるのか疑問視

安定した料金収入を確保する経営の観点から、基本料に反映する事が利用者の負担として公平性が高く、
効果が大きいと判断

以前は、１週間のイベントのために開栓される方などが居られたため、0㎥の場合は、特例として下水道使用
料を徴収していなかった



将来の利用者だけに偏らない料金設定
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件数 人口
接続可能件数 接続件数 接続率 供用開始区域人口 接続人口 接続率

H21 2,400 1,339 55.8 6,920 4,151 60.0
H22 2,621 1,501 57.3 7,400 4,503 60.9
H23 2,825 1,641 58.1 7,530 4,759 63.2
H24 3,134 1,765 56.3 7,502 5,075 67.6
H25 3,220 1,865 57.9 7,536 5,035 66.8
H26 3,403 1,925 56.6 7,907 5,198 65.7
H27 3,563 2,021 56.7 8,354 5,456 65.3
H28 3,725 2,091 56.1 8,348 5,473 65.6
H29 3,799 2,183 57.5 8,370 5,488 65.6
H30 3,992 2,268 56.8 8,578 5,515 64.3
R1 4,053 2,433 60.0 8,648 5,565 64.4
R2 4,373 2,524 57.7 9,187 5,650 61.5
R3 4,439 2,645 59.6 9,179 5,874 64.0



将来の利用者だけに偏らない料金設定
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
料金収入 53,053 58,961 64,777 72,497 79,437 82,218 84,051

有収水量 331,815 368,230 404,571 428,595 444,349 458,010 467,504
使用料単価 159.9 160.1 160.1 169.2 178.8 179.5 179.8
３条一般会計繰入金 146,094 172,634 182,813 174,417 211,609 244,351 260,597

基準内 146,094 158,900 151,790 174,417 187,327 198,177 212,762
基準外 0 13,734 31,023 0 24,282 46,174 47,835

長期前受金 - - - - - 115,161 136,340
減価償却費 106,424 109,581 112,498 112,439 115,653 231,904 268,982
純利益または純損失 △ 56,243 △ 28,827 △ 16,781 △ 19,575 11,442 41,547 41,258
未処理欠損金 △ 56,243 △ 85,070 △ 101,851 △ 19,575 － － －
内部留保資金 50,181 80,754 95,717 92,864 115,653 116,743 132,642

汚水処理費
元金償還除く

110,946 88,623 82,114 92,124 92,553 80,122 86,657

経費回収率 47.8 66.5 78.9 78.7 85.8 102.6 97.0

備考
料金改定審議会
開始

H24.10より料金
改定

制度改正による
欠損金処分

一部の施設減価
償却期間終了
当時の繰入基準
は元利償還金で
算定するため繰
入金は増加



将来の利用者だけに偏らない料金設定

13

起債償還と減価償却のイメージ

起債償還と減価償却イメージ

実質的な減価償却 元金償還額 支払利息

条件：

• 毎年、純利益となり、減価償却費をカバーできて
いる

• 元金5年据え置き、30年間の元利均等償還
• 耐用年数20年 国庫補助率55％
耐用年数50年 国庫補助率50％
の資産を構築し、補助残額は、１本の企業債
として借入

元金償還の据え置き期間に内部留保資金を確保し、6年目からの元金償還に充当

起債償還後の内部留保資金で後から補填

企業債の借入額は工事費の国庫補助を除いた額（10万円単位）を借り入れるため税込み額となるが、減価償却は税抜き、
10％などの残存価格の設定がなされるため、企業債元金償還額≧内部留保資金＋建設時の消費税還付

支払利息分の負担増

建設時の消
費税還付分

除
却



将来の利用者だけに偏らない料金設定
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H28 H29 H30 R1 R2 R3

料金収入 87,679 90,996 93,856 98,410 101,692 104,158

有収水量 486,739 504,919 520,490 536,207 556,420 566,101

使用料単価 180.1 180.2 180.3 183.5 182.8 184.0

３条一般会計繰入金 261,292 270,479 287,269 335,757 301,495 301,843

基準内 205,085 248,254 218,149 211,134 202,540 207,226

基準外 56,207 22,225 69,120 124,623 98,955 94,617

長期前受金 138,007 137,588 139,301 145,998 154,129 163,105

減価償却費 272,906 276,277 280,014 286,742 306,709 322,065

純利益または純損失 43,694 25,822 68,372 124,594 99,097 94,255

内部留保資金 134,899 138,689 140,713 140,744 152,580 158,960

汚水処理費
元金償還除く

88,881 92,658 93,724 98,324 101,609 104,123

経費回収率 98.6 98.2 100.1 100.1 100.1 100.0

備考
経営戦略
策定

分流式下水道
経費は減価償
却費を基に算
定へ

4月検針分から
使用量0㎥でも
基本料徴収



水道の使用水
量
（㎥）

下水道使用
料
（税込み）

参考人員目
安

～10 1,870

11 2,035
12 2,200
13 2,365
14 2,530

15 2,695
16 2,8602人世帯

17 3,025

18 3,190
19 3,355
20 3,5203人世帯
21 3,707

50 9,130

100 20,130

将来の利用者だけに偏らない料金設定
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現在の使用料金体系

（㎥） 税込み（円）

基本使用料 0 ～ 10 1,870

加算額

11 ～ 20 165
21 ～ 50 187
51 ～ 100 220

100 ～ 253

※開栓期間が15日以内であれば基本料半額



将来の利用者だけに偏らない料金設定
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経費回収率100％は一つの目安

建設事業を継続している場合は年度内の資金
収支に留意

資本費平準化債を活用するなど、公共下水道
区域外の住民との不公平感の是正

47.8

66.5

78.9 78.7

85.8

102.6

97.0 98.6 98.2 100.1 100.1 100.1 100.0
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

0.0
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40.0
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80.0

100.0

120.0

料金収入と経費回収率の推移

料金収入 経費回収率



公営企業会計について職員の習熟を図る
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金融機関OBから監査委員を選任 H20～R2

企業会計処理を学びながら事業運営を検討

公営企業会計へ移行した際の職員の
“疑問点”
収入予算＝支出予算になるのではないか？

将来に、収入≧支出予算となるのは料金設定
が大きいのでは？

損益計算書が黒字なら、一般会計からの繰入
金を減額して良いのでは？

４条の収入を３条の支出に充当できないか？

H20より水道事業所と下水道担当部署を統合
し、上下水道課へ

水道事業に従事していた職員と相談しながら、
毎月の例月監査、決算監査資料作成



公営企業会計について職員の習熟を図る
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監査における確認事項

キャッシュフローを少なくとも2ヶ月以上詳細に作成

内部留保資金の確保の仕方（独自に有利な計算で確保していないか）

理由なく、使用料単価が上がっていないか（住民への負担を大きくしていないか）

流動比率に対する未収金の影響

基準外繰入を減らし、消費税還付金を増やす事で町全体の利益

使用料単価、汚水処理原価の変動理由の把握



公営企業会計について職員の習熟を図る
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町の財政状況も考慮した経営を目指す
基準外繰入の縮減
H24以降の使用料金値上げをしない

基準外繰入金のうち課税支出へ充当すると見込まれる額を一般会計
へ戻出

決算書に総収支比率、経常収支比率、営業収支比率などの対前年比
を記載し比較

変動理由を明確に

若手職員を配属し、人件費など必要経費を抑える

下水処理以外の収入増の手段を検討しておく

財政部局、監査委員の要望



接続件数に見合わない、当初からの維持管理費（減価償却
費）の発生を抑える
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必要以上の処理能力を設けない

H14より供用開始

税収の減少に伴い、処理場等の建設に伴う元利償還金、運転管理費、施設の維持管理等に対する財源
の確保が難しくなる事が懸念される

当初より計画区域全域の処理能力を設けるのではなく、管路の布設進捗に合わせて増設

処理場、ポンプ場について、当初の工事ですべての区域の処理能力を設けるのではなく、流入汚水
量の見込みに合わせて２次、３次の増設工事において処理能力を増設し、当初からの減価償却費の
発生を抑え、併せて企業債の借入額の平準化を図る。

定置式脱水機については、移動脱水車を活用する

定置式脱水機を設置した場合は、能力が高く、不用な投資部分が発生してしまうため、当分の間、
移動脱水車を所有している企業へ委託し、今後の流入汚水量の傾向を見ながら設置時期を判断。



接続件数に見合わない、当初からの維持管理費（減価償却
費）の発生を抑える
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当初計画
処理能力
㎥/日

➡

見直し後
処理能力
㎥/日

１次 １系（１～２槽） 2,365 １系（１～２槽） 2,365

２次 必要に応じた処理能力 ２系（３槽目）
流量調整槽
１槽目

3,675

３次 ４系（～８槽目） 9,400
濃縮汚泥貯留槽
自家発電設備

流量調整槽
２槽目

3,675

例年、4/29～5/5の期間で「有田陶器市」が開催され、100万人以上の来町があり、供用開始区域がイベントのメイン区域に入って

からは、期間中の対応として、処理場での処理が終わるまで、ポンプ場から圧送せず、本管内に滞留させるなどして対応していまし
た。

H23からH27まで、２次工事を行い、処理場に流量調整槽を設けたほか、ポンプ場の機械設備を強化しており、H28年度からは管渠、
ポンプ場への負荷が抑えられています。

令和4年度より、３次工事に着手しており、処理能力はそのまま流量調整槽等を拡充します。

R3 晴天時の最大流入汚水量は、1,810㎥/日 晴天時平均流入汚水量1,584㎥/日
現在の人口接続率64.0％から、接続件数が倍になっても対応できる処理能力に調整



接続件数に見合わない、当初からの維持管理費（減価償却
費）の発生を抑える
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移動脱水車の活用 H14供用開始～R1



接続件数に見合わない、当初からの維持管理費（減価償却
費）の発生を抑える
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定置式脱水機の設置 R1～稼働中



接続件数に見合わない、当初からの維持管理費（減価償却
費）の発生を抑える
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定置式脱水機の設置による推移

備考 税抜き

処理場 電力会社

年間使用電
力量
（ｋWh)

動力費 運転管理費
汚泥脱水
委託料
（脱水車）

脱水にか
かる
薬品費

合計 減価償却費 長期前受金 差引

決算統計

10表1行49列
年間総処理量

㎥単価

H28
従来の電力会社
のみ

582,834 8,434,728 13,420,000 25,236,000 0 47,090,728 47,090,728 496,210 94.9

H29
10月より新電力
会社併用

583,891 8,986,011 13,660,000 28,130,400 0 50,776,411 50,776,411 503,960 100.8

H30 併用 583,873 9,417,909 13,710,000 27,341,910 0 50,469,819 50,469,819 523,450 96.4

R1 併用
R1.11より定置式脱
水機使用開始

582,312 8,947,589 15,080,000 18,850,290 1,680,000 44,557,879 44,557,879 544,280 81.9

R2
11月より新電力
会社のみ

624,263 8,123,825 23,060,000 0 2,100,000 33,283,825 8,428,850 5,015,166 36,697,509 581,380 63.1

R3 新電力会社のみ 622,673 8,587,071 25,090,000 0 2,156,000 35,833,071 8,428,850 5,015,166 39,246,755 592,040 66.3



接続件数に見合わない、当初からの維持管理費（減価償却
費）の発生を抑える
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新電力会社との契約による効果

【昨今の燃料費高騰により効果は減少しています】

処理場 電力会社
動力費

（税抜き）

決算統計
10表1行49列
年間総処理量

㎥単価

H28 従来の電力会社のみ 8,434,728 496,210 17.0

H29 10月より新電力会社併用 8,986,011 503,960 17.8

H30 併用 9,417,909 523,450 18.0

R1 併用 8,947,589 544,280 16.4

R2 11月より新電力会社のみ 8,123,825 581,380 14.0

R3 新電力会社のみ 8,587,071 592,040 14.5

動力費を除くと、定置式脱水機の設置により、流入汚水量1㎥あたり 26.1円 お得‼



接続件数に見合わない、当初からの維持管理費（減価償却
費）の発生を抑える

26

脱水に係るコストの推移
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